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大野町空家等改修補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、本町の空家バンクの利用を促進するとともに、空家等の有

効活用による移住・定住を推進するため、空家等の改修を行う者に対し、その

費用について補助金を交付するものとし、その交付に関しては、大野町補助金

交付規則（昭和５０年大野町規則第７号）に定めるもののほか、この要綱の定

めるところによる。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。

⑴ 空家バンク 大野町空家バンク事業実施要綱（令和元年大野町要綱第２３

号）に規定する制度をいう。

⑵ 空家等 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７

号。以下「空家特措法」という。）第２条第１項に規定する空家等をいう。

⑶ 町税等 大野町税条例（昭和３６年大野町条例第１４号）第３条第１項に

規定する町民税、固定資産税及び軽自動車税並びに当該町税に係る督促手数

料及び延滞金をいう。

⑷ 専用住宅 専ら居住の用に供する住宅をいう。

⑸ 空家等実態調査 空家特措法第９条第１項の規定による調査をいう。

⑹ 自治会 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項に

規定する地縁による団体をいう。

（補助対象者）

第３条 補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各

号のいずれかに該当する者とする。

⑴ 空家等の所有者又は当該空家等の固定資産税の納税義務者であって、次に

掲げる要件を全て満たす者

ア 改修した空家等を空家バンクに登録すること。

イ 本人及び同一世帯に属する者（以下「本人等」という。）に町税等の滞

納がないこと。
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ウ 本人等が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団

員でないこと。

⑵ 空家等を購入又は賃借した者であって、次に掲げる要件を全て満たす者

ア 本町に住民登録をすること。

イ 購入又は賃借した空家等に５年以上居住すること。

ウ 本人等に町税等の滞納がないこと。

エ 本人等が、暴対法第２条第６号に規定する暴力団員でないこと。

オ 当該空家等の売買契約又は賃貸借契約が締結されていること。

２ 補助金は、一の空家等に対して、前項に定める補助対象者の区分ごとに１回

限り交付する。

（補助対象空家等）

第４条 補助金の交付対象となる空家等（以下「補助対象空家等」という。）は、

次の各号のいずれにも該当する空家等とする。

⑴ 空家等実態調査により町が把握しているもの

⑵ 専用住宅であるもの（集合住宅、併用住宅又は事業用賃貸住宅は除く。）

（補助対象事業）

第５条 補助金の交付対象となる事業は、補助対象者が行う補助対象空家等の改

修のうち次の各号のいずれかに該当する改修であって、補助金の交付決定を受

けた日の属する年度と同一の年度内に完了する事業とする。この場合において、

他の公的な制度による補助金等の支給を受けている改修は、対象としない。

⑴ 主体構造部の改修

⑵ 屋根、外壁、内装の改修

⑶ 台所、浴室、便所、居室及びこれらに付随する設備の改修

⑷ その他町長が必要と認める改修

（補助金の額）

第６条 補助金の額は、次のとおりとする。

補 助 対 象 者 補 助 率 補助上限額

空家等の所有者又は当該空家 改修費用の 500,000円

等の固定資産税の納税義務者 ２分の１
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空家等を購入又は賃借した者 1,000,000円

２ 空家等を購入又は賃借した者が次の各号の一に該当した場合は、それぞれ当

該各号に定める額を加算する。

⑴ 補助金交付決定日において同一世帯に中学生以下の子どもがいる場合 中

学生以下の子ども１人あたり１００，０００円

⑵ 補助対象事業完了日までに自治会へ加入し、加入金を支払った場合 加入

金支払額と１００，０００円とのいずれか低い金額

３ 補助金の額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額

とする。

（補助金の交付申請）

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、大野

町空家等改修補助金交付申請書（様式第１号）に、次の各号に掲げる書類を添

えて、改修の着手前に町長に提出しなければならない。

⑴ 申請者の住民票

⑵ 改修する空家等の所有又は賃借を証する書類

⑶ 賃借した空家等を改修する場合は、当該空家等の所有者の同意書

⑷ 改修する空家等の位置図

⑸ 改修箇所を記した平面図及び写真

⑹ 改修内容を記した図面

⑺ 改修に係る工事契約書及び見積書の写し

⑻ 誓約書（様式第２号）

⑼ 住民情報及び納税情報の閲覧に対する同意書（様式第３号）

⑽ その他町長が必要と認める書類

（補助金の交付決定等）

第８条 町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補

助金を交付すると決定したときは、大野町空家等改修補助金交付決定通知書

（様式第４号）により、補助金を交付しないと決定したときは、大野町空家等

改修補助金不交付決定通知書（様式第５号）により、申請者に通知する。

２ 町長は、前項の決定にあたり、条件を付することができる。

（補助対象事業の変更等）



- 4 -

第９条 前条第１項の規定による交付決定を受けた者（以下「交付決定者」とい

う。）は、事業内容を変更し、又は中止しようとするときは、大野町空家等改

修補助金変更等承認申請書（様式第６号）に関係書類を添えて町長に提出し、

その承認を受けなければならない。

２ 町長は、前項の規定による申請を適当と認めたときは、大野町空家等改修補

助金変更等承認通知書（様式第７号）により、交付決定者に通知する。

（実績報告）

第１０条 交付決定者は、改修が完了したときは、大野町空家等改修補助金実績

報告書（様式第８号）に、次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければな

らない。

⑴ 改修に要した費用の支払いを確認できる書類

⑵ 改修後の改修箇所の写真

⑶ その他町長が必要と認める書類

（補助金の確定及び請求）

第１１条 町長は、前条の規定による報告を適当と認めたときは、大野町空家等

改修補助金確定通知書（様式第９号）により、交付決定者に通知する。

２ 交付決定者は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに大野町空家

等改修補助金請求書（様式第１０号）を町長に提出しなければならない。

３ 町長は、前項の規定による補助金の請求があったときは、交付決定者に対し

て速やかに補助金を交付する。

（補助金の取消し等）

第１２条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、

補助金交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。この場合において、

補助金が既に交付されているときは、交付決定者に対して、期限を定め、補助

金の全部又は一部の返還を命ずることができる。

⑴ 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。

⑵ 交付決定者が、建築基準法（昭和２２年法律第２０１号）その他の関係法

令に違反して改修を行ったとき。

⑶ 交付決定者が、第３条第２号イに規定する要件を満たさなくなったとき。

⑷ 前各号に掲げるもののほか、町長が不適当と認めたとき。
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（調査等）

第１３条 町長は、補助金の交付事務の適正な執行を図るため、必要な限度にお

いて、関係者に対して書類の提出若しくは報告を求め、又は調査をすることが

できる。

（補則）

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が定める。

附 則

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。


